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概 要

下水道はこれまでに貢献してきた公共用水域の水質保全と同時に，持続可能な水産資源が育める

豊かな海への貢献を期待されている。下水処理水由来の窒素やリンの栄養塩類は，沿岸域での海草

や海藻，植物プランクトンなどの生産による CO2吸収・貯留を促進する重要な要素と考えられる。

適切な時期と場所に応じた下水処理水質を制御できる栄養塩供給管理技術を開発することで，豊か

な海だけでなくブルーカーボンへの活用も期待できる。本発表では，下水道からの栄養塩類の適切

な供給を進め，沿岸生態系によるCO2吸収・貯留を促進する制御・計測技術の開発を提案する。
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1．下水道分野の脱炭素化と豊かな海に向け

た取り組み

1. 1 下水道分野の脱炭素化

脱炭素社会 (カーボンニュートラル達成) に向け，

下水道分野では 2030 年度までに温室効果ガス排出量

を 208 万 t (2013 年比) 削減する中間目標が掲げられ，

脱炭素化に向けた取り組みが開始されている。報告書

「脱炭素社会を牽引するグリーンイノベーション下水

道」では，下水道分野として，(1) 省エネ化による

CO2削減，(2) 下水汚泥の高温焼却による N2O 削減，

(3) 下水汚泥のエネルギー化，(4) 再生可能エネル

ギーの導入の主要施策が示された1)。これらの施策は，

運転管理の効率化や省エネルギー機器の導入による省

エネ化，汚泥焼却での高温焼却による温室効果ガス

(GHG) の削減，並びに下水資源の利活用によるエネ

ルギー化と再生可能エネルギーの導入が核となる。し

かし，2050 年のカーボンニュートラル達成に向けて

は，下水道分野も残余排出 GHG への対応が避けられ

ず，大気中の CO2を回収・吸収するネガティブエ

ミッション技術 (NETs) の導入が必要である2)。

1. 2 栄養塩の能動的運転管理へのインセンティブ

脱炭素化とともに，下水道分野では持続可能な水産

資源が育める豊かな海への貢献が期待されている。こ

れまでに下水道の整備や水質規制などが進み，公共用

水域の水質は大きく改善されてきたが，水域によって

は冬期の栄養塩不足によるノリの色落ちなど，新たな

課題が生じている。放流水に含まれる栄養塩類は水生

生態系の生息・生育にとって欠かせないものであり，

水質が良好な状態で保全され，生物多様性を確保しつ

つ，生物生産性なども適切に確保された豊かな海をめ

ざすには，場所と時期をきめ細かに適切に水質管理す

ることが必要である。改正瀬戸内海環境保全特別措置

法では，特定の海域への栄養塩類の供給を可能とする

制度創設とともに，再生・創出された藻場・干潟も保

全地区として指定可能とすることで，生物多様性保全

や GHG の吸収源 (ブルーカーボン) としての役割も

期待している。

一方，国土交通省では，下水道を管理する地方公共

団体が栄養塩類の増加運転に取り組む際の参考となる

ように，2023 年 3 月に「栄養塩類の能動的運転管理

ガイドライン (案)｣3) を公開した。このガイドライ

ンにより，水質環境基準の達成・維持が担保でき，地
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先の周辺水質等へ大きな影響が想定されない水域で，

地域の実情等を十分に勘案したうえで，栄養塩類の能

動的運転管理が求められる下水処理場は，今後拡大す

ることが予想される。しかし，能動的運転管理には，

技術面や維持管理面等での負担を下水処理場に与える

可能性がある。そこで，下水道による豊かな海への貢

献と脱炭素への貢献を同時に実現する施策として，沿

岸生態系によるブルーカーボンを活用する「下水道ブ

ルーカーボン構想」を以下のように新たに提案する。

1. 3 下水道ブルーカーボン構想

ブルーカーボンとは，海草 (アマモなど) や海藻，

植物プランクトンなど海の生物の作用で海中に取り込

まれ，草藻体由来の有機物として海底土壌，深海に蓄

積する炭素のほか，草藻体から放出された難分解性の

溶存有機物として海水中に蓄積する炭素のことで，大

気中の CO2を除去する NETs 技術である。Fig. 1 に

下水道ブルーカーボン構想を示す。この構想は，下水

道分野で栄養塩類の適切な供給管理を実現し，沿岸生

態系による CO2吸収・貯留の促進を図るものである。

実現に向けては，沿岸海域の環境保全およびブルー

カーボンクレジットの認証に必要なMRV (計測・報

告・検証) に資するブルーカーボン計測技術，下水道

での能動的管理の技術開発や，ブルーカーボン計測技

術から得られた情報に基づき炭素・栄養塩類の動態評

価・管理データで CO2吸収促進・認証を支援するブ

ルーカーボン管理・制御技術，さらに藻場創成などの

ハード施策，社会実装が重要と考えられる。以上のよ

うな技術を開発することで，経済面では大規模な下水

処理施設の増設や改修を伴わずに，下水道分野での脱

炭素施策を進めることが可能となる。さらに，例えば

窒素の海域への供給増量を狙った硝化抑制運転による

送風量削減で，省コストにつながる副次的な効果が期

待できる可能性もある。環境面では 1. 1 で示した脱炭

素貢献アプローチに下水道ブルーカーボンを加えるこ

とで，カーボンニュートラル達成への新たな選択肢を

提供可能とする。社会面ではとくに貧栄養化に苦慮す

る海域において，生物生産性の拡大など水産業を介し

た地域経済活性化や，生物多様性の向上ときれいで豊

かな海の維持・拡大による地域観光資源の活性化にも

貢献するものと期待される。

下水道ブルーカーボン構想を実現するため，2023

年 3 月には JBE (ジャパンブルーエコノミー組合)

傘下の BERG (ジャパンブルーエコノミー推進研究

会) において「ブルーカーボン促進のための栄養塩供

給管理」プロジェクトを立ち上げ，社会実装に向けた

検討を開始した。

2．構想実現のための技術の検討

Fig. 2に下水道ブルーカーボン構想に対応する具体

的技術の体系を示す。技術体系は (1) ブルーカーボ

ン管理・制御技術，(2) ブルーカーボン計測技術，

(3) カーボンクレジット認証対応技術，(4) 栄養塩類

供給効率化技術から構成される。本報告では，各技術

について，とくに (1) と (2) を重点的に説明する。

2. 1 ブルーカーボン管理・制御技術

Fig. 3にブルーカーボン管理・制御技術の概要を示

す。下水道分野でブルーカーボンの活用に貢献する場

合，下水処理場の運転管理だけでなく，放流方法の検

討，放流先となる海域も含めた評価や管理が必要とな

る。このための技術の要件は，炭素や栄養塩類の動態

を下水処理場〜海域で把握しながら，CO2吸収と貯留

を促進し，最終的にはカーボンクレジットとして認証

までを達成できるようにすることである。本提案では，

これらを実現する主たる技術として，ブルーカーボン

エンジニアリング/モニタリング (BCE/BCM) と海

域栄養塩類供給制御を提案する。

BCE/BCM は，下水道による能動的栄養塩類管理

運転 (季節別運転) による放流先の湾灘沿岸域でのブ

ルーカーボン吸収効果を定量化し，可視化する技術で
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ある。

提案技術のうち，BCE は，対象とする湾灘の流域

の属性情報等に基づいて，流域での栄養塩類の排出源，

排出量および湾灘への流達量を評価し，総流達量に占

める下水処理場放流水の寄与の割合を評価する。さら

に，2. 2 のブルーカーボン計測技術で取得する海域

データに基づいて，海域に適切な栄養塩類の供給量を

設定し，放流方式の検討や放流水質の目標値を設定す

る。また，BCM は，継続的に取得された海域データ

に基づいて，栄養塩類供給による藻場面積拡大や

CO2貯留量などの効果を定量的に評価する。さらに，

栄養塩類供給量の増加による副作用として懸念される

赤潮など，海域環境に悪影響を及ぼす関連データ項目

を監視し，栄養塩類供給量の管理にフィードバックす

る。

Fig. 3 の海域栄養塩類供給制御は，栄養塩類の供

給源である下水処理場において，時期に合わせた栄養

塩供給量の変動に対して年間を通じて安定して運転・

制御する栄養塩類供給制御 CPS (Cyber Physical

System) と運転シミュレーションによる栄養塩類制

御高度化技術からなり，下水道分野の脱炭素と水質管

理・維持管理の両立をめざす。
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栄養塩類供給制御 CPS は，一つの下水処理場全体

を水処理と汚泥処理を含めて CPS としてモデル化し，

能動的栄養塩類管理に向けた下水処理プロセスの各系

列の最適な水質目標値を設定可能にする要素技術であ

る。また，栄養塩類制御高度化技術は，計測・制御系

の ICT機器やAI 等の機械学習機能，さらに水質を推

定するシミュレーションを導入することで，処理水質

の安定化や栄養塩類の増加期と回復期の期間短縮を目

的とした運転制御の高度化・安定化を可能にする要素

技術である。

これらの提案技術を開発することで，下水処理場を

安定かつ効率的に管理・制御できる。

2. 2 ブルーカーボン計測技術

炭素吸収源となる藻場などの生育を促進し，クレ

ジット認証を取得する場合，大気中の CO2の正味吸

収量あるいは海洋中への炭素貯留量の計測が必要とな

る。計測対象は，貯留安定性の高い炭素形態である堆

積物中有機物や海水中の難分解性有機物が想定される。

すでにクレジット認証に認められている堆積物中有機

物は，ダイバーによる潜水調査や空中写真等の計測手

法が現在適用されるが，コストや精度の点で一長一短

がある。また，対象の沿岸海域へ流入する栄養塩等の

変化が炭素の吸収・貯留以外の生態系や水環境へ及ぼ

す影響も監視する必要がある。このためブルーカーボ

ン計測技術の要件は，対象の沿岸海域におけるブルー

カーボンによる炭素の吸収・貯留量や環境の状態変化

をオンサイトかつオンラインで半自動的かつ低コスト

に，空間分布の時系列変化として可視化することであ

る。Fig. 4にブルーカーボン計測技術の概要を示す。

藻場などでの炭素の吸収・貯留量，難分解性有機炭素

や海域環境の指標を海上で連続監視することが想定さ

れる。

2. 3 カーボンクレジット認証対応技術

能動的な栄養塩類管理など，ブルーカーボンに関わ

る施策にてカーボンクレジット認証の取得をめざすと，

所定の手順に準拠したデータ取得と評価によって，当

該施策の炭素吸収・貯留への寄与の度合いを客観的に

定量化するMRV (Measurement, Reporting and Veri-

fication；計測・報告・検証) への対応が必須である。

計測Mへの対応は，(2) ブルーカーボン計測技術で

上述したとおりであるが，合わせて報告 R と検証 V

に対応する技術を準備する必要がある。すでに適用実

績のある認証用データ管理 (改ざん防止措置など) の

導入と合わせて，下水道由来の栄養塩類による寄与評

価など，下水道分野に固有の検証手順やコンサルテー

ション手順を具体化し，認証対応技術を確立する必要

がある。

2. 4 栄養塩類供給効率化技術

貧栄養化緩和や藻場維持・拡大に求められる適切な

栄養塩類の供給にあたっては，供給量の管理だけでな

く，放流方式の工夫なども効果的と考えられる。この

ような放流方式に求められる要件は，放流水中の栄養

塩類が必要なエリアに適切に届くことである。これを

実現するために，沿岸域拡散シミュレーションで評価

して適切な放流地点を評価する技術や放流管などの形

状設計などを検討し，より効率的な栄養塩類の供給技

術を具体化する。

3．結 言

｢ブルーカーボン促進のための栄養塩供給管理」プ

ロジェクトでは，2050 年のカーボンニュートラル達

成に向けて，下水道分野での新たな施策として必要と

なる NETs 技術の一つであるブルーカーボン活用技
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術に着目した。下水道分野においては，これまでに貢

献してきた公共用水域の水質保全と同時に，持続可能

な水産資源が育めるきれいで豊かな海への貢献，さら

にブルーカーボンへの貢献も期待される。下水道分野

がブルーカーボンに貢献するためには，沿岸海域の環

境保全およびブルーカーボンクレジットの認証に必要

なMRV (計測・報告・検証) に資するブルーカーボ

ン計測技術，そこから得られた情報に基づき炭素・栄

養塩類の動態評価・管理データで CO2吸収促進・認

証を支援するブルーカーボン管理・制御技術，カーボ

ンクレジット認証対応技術，栄養塩類供給効率化技術

が必要である。本プロジェクトでは，これらの課題解

決のための議論を重ね，下水道ブルーカーボン構想の

実現をめざす。
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